
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 458 議会だより発行事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 透明性の高い開かれた市政

の位置
基本事業 広報・広聴

主管課名 議事課 課長名 城　千穂子
この事務事業の開始時期 平成7年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

議会の活動を広く市民に周知することにより、開かれ 原稿の作成から掲載する写真の撮影・校正まで全てを
た議会を目指し、年４回の定例会及び５月の臨時会の 議会広報広聴特別委員会で行っている。また、議会ホ
計５回、一般質問の内容などを中心に、議会だより「 ームページでも議会だよりの公開をしている。議会だ
きずな」を発行し、全世帯に配布している。 よりの発行により、議会の活動状況を広く住民に周知
　編集は、議会広報広聴特別委員会の委員（議員）が することにより、市民の議会や市政に対する理解を深
自ら行っており、職員は、編集発行に関しその補助を める効果がある。
行ってい

令

る。
「ＳＤＧｓの取り

和

組み：16」

定例会、

 

５月臨時会毎に議会広

3

報広聴特別委員会を開

年

催し、原稿の作成から

度

校正ま
R2年度に実施

（

した具体的な で全てを

2

委員会が行い、市内全

年

世帯に１部ずつ配布し

度

た。
事業の方法、手順

実

、指標に対す
る成果等

施

事務事業を取り巻く状

分

況は過去と比べ変化し

）

ているか (1)活動指

事

標（事務事業の活動量

務

を表す指標）

議会事務

事

局職員が行っていた編

業

集を議会広報広聴特別

目

委員 名称 単位
会を設置

的

し、議員が自ら編集を

評

行っている。 ① 議会だ

価

より発行部数 部
変 化

表

② 議会だより発行回数

様

回
内 容

対象(この事

式

業の対象、範囲となる

1

人、物) (2)対象指

-

標（対象の大きさを表

1

す指標）

市民 名称 単位

記

① 人口 人
②

目的(この

入

事業によって上記対象

日

をどのような状態にし

令

たいのか) (3)成果

和

指標（目的の達成度を

0

示す指標）

みよし市議

3

会の各種情報や本会議

年

での一般質問の内容な

1

どについ 名称 単位
て広

2

く分かり易く市民に知

月

らせる。 ① 議会だより

0

発行部数（年間） 部
②

8

結果(上位基本事業の

日

意図) (4)結果の成

１

果指標（上位基本事業

事

の成果指標）

行政情報

務

を適切に管理し、事務

事

の効率化を図るととも

業

に積極的に 名称 単位
情

の

報を公表、公開し、市

現

政に関心を深めてもら

状

い、市民に街づく ① 広

　

報で情報を得たと答え

Ｐ

た人の割合 ％
りに参加

Ｌ

してもらう。 ② ホーム

Ａ

ページのアクセス数 件

Ｎ

事務事業の各種指標の

及

実績と見込及び目標

H

び

31年度 R2年度 R2

Ｄ

年度 R3年度 R4年度

Ｏ

R5年度 R6年度
指標

事

 ＼ 年度 単位
実績値

務

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
(1

業

)の ① 部 22,740

名

23,250 23,0

N

30 24,575 23

o

,890 24,974

.

25,097
活動指標

4

② 回 5 5 5 5 5 5 5
(

5

2)の ① 人 61,15

8

3 61,040 61,

議

236 62,100 6

会

2,360 62,62

だ

0 62,880
対象指

よ

標 ②
(3)の ① 部 11

り

3,700 116,2

発

50 115,150 1

行

22,875 124,

事

450 124,970

業

125,485
成果指

政

標 ②
(4)の結果の ①

策

％ 83.2 85 65 8

こ

5 85 85 85
成果指

の

標 ② 件 1,017,6

事

87 800,000 1

務

,602,931 1,

事

000,000 1,0

業

10,000 1,02

施

0,000 1,030

策

,000
予算費目 会計

の

01 一般会計 款 01

位

項 01 目 01

コスト 年

置

度 H31年度 R2年度

基

R2年度 R3年度 R4

本

年度 R5年度 R6年度

事

実績値 計画値 実績値 計

業

画値 目標値 目標値 目標

主

値
事業費(決算又は予

管

算額)Ａ 単位 1,65

課

1 2,715 2,23

名

8 2,712 2,75

課

6 2,767 2,77

長

9

財
源
内
訳

 国庫支出

名

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

こ

 県支出金 千円 0 0 0

の

0 0 0 0
 地方債 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 その

務

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

 一般財源 千円 1,6

業

51 2,715 2,2

の

38 2,712 2,7

開

56 2,767 2,7

始

79
人件費Ｂ 千円 99

時

.6 99.6 451.

期

4 99.6 99.6 9

事

9.6 0
正職員従事時

務

間×人数 時間×人 10

区

× 3 10× 3 40× 3

分

10× 3 10× 3 10

法

× 3 0× 0
正職員以外

定

の人件費 千円 0 0 53

受

0 0 0 0
その他の費用

託

Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

トータルコストA+B

務

+C 千円 1,750.

自

6 2,814.6 2,

治

689.4 2,811

事

.6 2,855.6 2

務

,866.6 2,77

こ

9
単位あたりコスト ①

の

千円/人 0 0 0 0 0 0

事

0
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

務

(2)の対象指標）②

事

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

業

1

の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ありませ
■ ない

んか？

業

みよし市議会の各種情

名

報や本会議での一般質

N

問の内容などについて

o

広
事業進展等による環

.

境変化 □ ある
く分かり

4

易く市民に知らせる、

5

という目的に変化はな

8

いため。
に伴い、目的

議

を見直す（目
その理由

会

的の追加・拡充又は絞

だ

込）

必要はありません

よ

か？ ■ ない

有
効
性

でき

り

ない。
今以上に事業の

発

成果を向上
現在全ての

行

世帯に配布している。

事

させる方法を記入して

業

下さ

い。 内　容
※(3

２

)の成果指標を向上さ

評

せる

　ことはできます

価

か？

計画値どおりで達

　

成した。
目的達成状況

Ｃ

内　容

■民間への一部

Ｈ

委託 □民間への全部委

Ｅ

託
市関与の必要性 □指

Ｃ

定管理 □補助金・負担

Ｋ

金助成 □市の直営
内　

目

容
　（実施手法） 誌面

的

の編集等は、議員及び

妥

市職員が行う必要があ

当

るが、印刷、発行は、

性

専門的
な技術を有する

こ

事業者に委託すること

の

がふさわしいと考える

事

ため。

効
率
性

事業を統

業

合することができない

の

。
事務事業の統廃合に

必

より、

事業の効率化を

要

図り、成果
内　容

を向

性

上させる方法を記入し

は

て下さい。

事業費を削

薄

減することにより質が

れ

低下してしまうと、議

て

会だよりを読む市民に

得

現状より事業費・人件

ら

費を
とって、不利益と

れ

なりうる可能性がある

て

。そのため、当事業の

い

事業費を削減す
削減す

る

る方法を記入して下
る

い

ことはできない。
さい

ま

。（仕様の変更、外部

せ

内　容
委託、従事時間

ん

の削減等は

できないか

か

？)

公
平
性

議会の情報

。

を議会だよりを通じて

十

市民に対して、
□ ある

分

■ 現状で適正
受益者負

な

担はありますか？ 今後

成

も議会情報を提供して

果

いく必要性があるため

が

また、受益者負担割合

理

は適 ■ ない □ 検討が必

　

要 内　容 。
正ですか？

由

□ 受益者がいない

３
改

得

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

ら

Ｎ

議会広報にどこまで

れ

の情報を掲載す 議会広

て

報広聴委員会にて協議

い

する。
事業実施上の課

ま

題、住 るかについて、

す

議員間で意見が分か
民

か

・議会等からの意見 意

？

　見 れている。 対応策

得

と対応策

年４回の定例

ら

会、臨時会の議会情報

れ

なし
R3年度の事業計

て

画は前 変　更
の提供 年

い

４回の定例会、臨時会

な

の議会情報
年度から変

い

更・追加は 前年度 ・
の

事

提供のため変わらない

業

あるか 追　加

今後の事

進

業・コスト・成果の方

展

向性 今後の事業の方向

等

性、改革・改善案
※今

に

年度からの具体的な事

よ

業の進め方、手段の見

る

直し等、各方向性の内

環

容

　　　　　　　　　

境

□　拡大 議会だより「

変

きずな」のリニューア

化

ルを検討し、市民
　　

あ

　　　　　　　■　改

る

善 が見やすい広報を目

に

指す。
　　　　　　　

伴

　　□　現状維持
　　

い

　　　　　　　□　縮

、

小
　　　　　　　　　

対

□　統合
　　　　　　

象

　　　□　完了
　　　

を

　　　　　　□　廃止

見

・休止
コストの方向性

直

　　　　　　　　　→

す

　維持
成果の方向性
　

（

　　　　　　　　→　

拡

維持

2

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 458 議会だより発行事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

議会だよりを発行し、配布することにより、市民にみよし市
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

議会の各種情報や本会議での一般質問の内容などについて知
いませんか。十分な成果が 理　由

ってもらう機会を提供することができているため。
得られてい

様

ますか？ □ 得られてい

式

ない

対象が変わらない

1

ため見直す必要はない

-

。
事業進展等による環

2

境変化
□ ある

に伴い、

事

対象を見直す（拡
その

務

理由
大・縮小）必要は



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 14 市政啓発事務
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 透明性の高い開かれた市政

の位置
基本事業 広報・広聴

主管課名 広報情報課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 平成10年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・市政情報や市のイベント情報などを広域的に周知す ・報道関係6社にて、市政情報や市のイベント情報等
るために、報道関係機関へ関連記事や広告の掲載を依 に関する記事や広告を年間を通して掲載している。
頼する。 ・市内外にみよし市の市政情報を発信することで、市
・市政情報や市のイベント情報などを、報道提供や記 民に市政への関心を高めてもらう。
者会見を通じて報道関係機関へ提供する。
 
ＳＤＧｓの取り組み：17

・新聞広告掲載等を依頼し、6紙に延べ10回掲載した。
R2年度に実施した具体的な ・報道提供を212件行った。
事業の方法、手順、指標に対す ・新聞掲載等を通して、市政情報を

令

市内外に周知できた。

和

る成果等

事務事業を取

 

り巻く状況は過去と比

3

べ変化しているか (1

年

)活動指標（事務事業

度

の活動量を表す指標）

（

多様な情報発信手段が

2

増えているが、報道機

年

関による情報 名称 単位

度

発信の広汎性は維持さ

実

れる。 ① 新聞広告等掲

施

載依頼数 件
変 化

② 報

分

道提供数 件
内 容

対象

）

(この事業の対象、範

事

囲となる人、物) (2

務

)対象指標（対象の大

事

きさを表す指標）

市民

業

名称 単位
① 人口 人
②

目

目

的(この事業によって

的

上記対象をどのような

評

状態にしたいのか) (

価

3)成果指標（目的の

表

達成度を示す指標）

よ

様

り多くの市民に市政情

式

報を目にしてもらう。

1

名称 単位
① 新聞広告等

-

掲載数 回
②

結果(上位

1

基本事業の意図) (4

記

)結果の成果指標（上

入

位基本事業の成果指標

日

）

市政への関心を高め

令

てもらう。 名称 単位
①

和

広報紙以外で市政情報

0

を得た人の割合 ％
②

事

3

務事業の各種指標の実

年

績と見込及び目標

H3

1

1年度 R2年度 R2年

2

度 R3年度 R4年度 R

月

5年度 R6年度
指標 

0

＼ 年度 単位
実績値 計

7

画値 実績値 計画値 目標

日

値 目標値 目標値
(1)

１

の ① 件 11 11 10 1

事

0 10 10 10
活動指

務

標 ② 件 219 220 2

事

12 220 225 23

業

0 235
(2)の ① 人

の

61,040 61,5

現

70 61,236 62

状

,100 62,360

　

62,620 62,8

Ｐ

80
対象指標 ②
(3)

Ｌ

の ① 回 11 11 10 1

Ａ

0 10 10 10
成果指

Ｎ

標 ②
(4)の結果の ①

及

％ 24.3 25 28.

び

3 28.5 29 29.

Ｄ

5 30
成果指標 ②

予算

Ｏ

費目 会計 01 一般会

事

計 款 02 項 01 目 05

務

コスト 年度 H31年度

事

R2年度 R2年度 R3

業

年度 R4年度 R5年度

名

R6年度
実績値 計画値

N

実績値 計画値 目標値 目

o

標値 目標値
事業費(決

.

算又は予算額)Ａ 単位

1

373 411 322 4

4

11 411 411 41

市

1

財
源
内
訳

 国庫支出

政

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

啓

 県支出金 千円 0 0 0

発

0 0 0 0
 地方債 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 その

務

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

政

 一般財源 千円 373

策

411 322 411 4

こ

11 411 411
人件

の

費Ｂ 千円 2,656 2

事

,324 2,324 1

務

,992 1,992 1

事

,992 1,992
正

業

職員従事時間×人数 時

施

間×人 160× 5 17

策

5× 4 175× 4 20

の

0× 3 200× 3 20

位

0× 3 200× 3
正職

置

員以外の人件費 千円 0

基

0 0 0 0 0 0
その他の

本

費用Ｃ 千円 102 81

事

0 0 0 0 0
トータルコ

業

ストA+B+C 千円 3

主

,131 2,816 2

管

,646 2,403 2

課

,403 2,403 2

名

,403
単位あたりコ

課

スト ① 千円/人 0.1

長

0 0 0 0 0 0
（ﾄｰﾀ

名

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

こ

象指標）② 千円/ 0 0

の

0 0 0 0 0

1

事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

□ ある
ない。

に伴い、

業

目的を見直す（目
その

名

理由
的の追加・拡充又

N

は絞込）

必要はありま

o

せんか？ ■ ない

有
効
性

.

より積極的な報道提供

1

を行ったり、報道機関

4

の関心を高めるような

市

報道提供を
今以上に事

政

業の成果を向上
したり

啓

するよう努める。
させ

発

る方法を記入して下さ

事

い。 内　容
※(3)の

務

成果指標を向上させる

２

　ことはできますか？

評

新聞広告については計

価

画通り掲載することが

　

できた。
目的達成状況

Ｃ

内　容

□民間への一部

Ｈ

委託 □民間への全部委

Ｅ

託
市関与の必要性 □指

Ｃ

定管理 □補助金・負担

Ｋ

金助成 ■市の直営
内　

目

容
　（実施手法） 市が

的

行う情報発信であるた

妥

め。

効
率
性

統廃合でき

当

る類似事業がない。
事

性

務事業の統廃合により

こ

、

事業の効率化を図り

の

、成果
内　容

を向上さ

事

せる方法を記入し

て下

業

さい。

新聞掲載内容の

の

指定などがあるため、

必

内容の変更などによる

要

縮減はできない。
現状

性

より事業費・人件費を

は

削減する方法を記入し

薄

て下

さい。（仕様の変

れ

更、外部 内　容
委託、

て

従事時間の削減等は

で

得

きないか？)

公
平
性

直

ら

接的な受益者がいない

れ

。
□ ある □ 現状で適正

て

受益者負担はあります

い

か？

また、受益者負担

る

割合は適 □ ない □ 検討

い

が必要 内　容
正ですか

ま

？
■ 受益者がいない

３

せ

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

ん

Ｏ
Ｎ

新聞広告は費用対

か

効果を実感しづら 市へ

。

の関心を高められるよ

十

う、より
事業実施上の

分

課題、住 い。 魅力的な

な

情報提供に努める。
民

成

・議会等からの意見 意

果

　見 対応策
と対応策

新

が

聞広告等依頼を10回

理

行い、新聞掲 継続して

　

実施するため、前年度

由

と同
R3年度の事業計

得

画は前 変　更
載等を通

ら

して、市政情報を市内

れ

外に 様・同規模で実施

て

。
年度から変更・追加

い

は 前年度 ・
発信する。

ま

あるか 追　加

今後の事

す

業・コスト・成果の方

か

向性 今後の事業の方向

？

性、改革・改善案
※今

得

年度からの具体的な事

ら

業の進め方、手段の見

れ

直し等、各方向性の内

て

容

　　　　　　　　　

い

□　拡大 新聞広告は、

な

市広報紙よりも広く市

い

内外に情報発信が
　　

事

　　　　　　　□　改

業

善 できるため、今後も

進

継続していく。
　　　

展

　　　　　　■　現状

等

維持
　　　　　　　　

に

　□　縮小
　　　　　

よ

　　　　□　統合
　　

る

　　　　　　　□　完

環

了
　　　　　　　　　

境

□　廃止・休止
コスト

変

の方向性
　　　　　　

化

　　　→　維持
成果の

あ

方向性
　　　　　　　

る

　　→　維持

2

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 14 市政啓発事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市政情報が新聞掲載されることで、市内外に広く周知できて
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

いる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

新聞を読む市民が対象であるため変化はない。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を

様

見直す（拡
その理由

大

式

・縮小）必要はありま

1

せ
■ ない

んか？

新聞を

-

通じて市民に市政への

2

関心を高めてもらうと

事

いう目的は変わら
事業

務

進展等による環境変化



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 15 ＣＡＴＶ番組制作放送事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 透明性の高い開かれた市政

の位置
基本事業 広報・広聴

主管課名 広報情報課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 平成6年12月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・市政情報や市内の出来事などのニュースを市政情報 ・市政情報や市内の出来事などを毎回15分のニュース
番組として制作し、ＣＡＴＶで放送することで、市政 番組として委託制作し、月～金曜日午後7時00分の初
に対する理解と関心を高める。 回放送から翌日まで8回程度の再放送を、ＣＡＴＶ（
・災害時には、臨時番組として緊急災害情報を放送す ひまわりネットワーク）で放送する。
る。 ・ニュース番組は初回放送翌日の午後から市のホーム
 ページで動画配信する。
ＳＤＧｓの取り組み：17 ・市政への関心を高めることで協働のまちづくりを推

進し、市民の活動を放映する

令

ことで市の活性化につ

和

な
げる。

・市政情報番

 

組「みよしＴＯＤＡＹ

3

」を委託制作し、ひま

年

わりネットワークで放

度

映
R2年度に実施した

（

具体的な した。
事業の

2

方法、手順、指標に対

年

す ・「みよしＴＯＤＡ

度

Ｙ］を市ホームページ

実

で動画配信した。
る成

施

果等 ・市政情報番組を

分

通じて、市民の市政へ

）

の関心を高めることが

事

できた。

事務事業を取

務

り巻く状況は過去と比

事

べ変化しているか (1

業

)活動指標（事務事業

目

の活動量を表す指標）

的

加入世帯は50％半ば

評

で推移しており、変化

価

がない。 名称 単位
① 市

表

政情報番組制作数 本
変

様

 化
② 動画配信数 本

内

式

 容

対象(この事業の

1

対象、範囲となる人、

-

物) (2)対象指標（

1

対象の大きさを表す指

記

標）

①市民 名称 単位
②

入

ＣＡＴＶ加入世帯 ① 人

日

口 人
② ＣＡＴＶ加入世

令

帯数 世帯

目的(この事

和

業によって上記対象を

0

どのような状態にした

3

いのか) (3)成果指

年

標（目的の達成度を示

1

す指標）

・市政情報番

2

組を視聴してもらう。

月

名称 単位
・ホームペー

0

ジの動画配信を見ても

7

らう。 ① 放送回数 回
②

日

動画アクセス件数 件

結

１

果(上位基本事業の意

事

図) (4)結果の成果

務

指標（上位基本事業の

事

成果指標）

市政情報番

業

組を通じて市政への関

の

心を高めてもらう。 名

現

称 単位
① 市政情報をC

状

ATVで得た人の割合

　

％
②

事務事業の各種指

Ｐ

標の実績と見込及び目

Ｌ

標

H31年度 R2年度

Ａ

R2年度 R3年度 R4

Ｎ

年度 R5年度 R6年度

及

指標 ＼ 年度 単位
実

び

績値 計画値 実績値 計画

Ｄ

値 目標値 目標値 目標値

Ｏ

(1)の ① 本 257 2

事

56 257 257 25

務

7 257 257
活動指

事

標 ② 本 309 308 3

業

11 311 311 31

名

1 311
(2)の ① 人

N

61,040 61,5

o

70 61,236 62

.

,100 62,360

1

62,620 62,8

5

80
対象指標 ② 世帯 1

Ｃ

3,245 13,41

Ａ

5 13,404 13,

Ｔ

585 13,755 1

Ｖ

3,925 14,09

番

5
(3)の ① 回 2,2

組

74 2,270 2,2

制

89 2,280 2,2

作

80 2,280 2,2

放

80
成果指標 ② 件 12

送

2,209 123,0

事

00 175,862 1

業

76,000 177,

政

000 178,000

策

179,000
(4)

こ

の結果の ① ％ 8.6 8

の

.8 9.5 9.6 9.

事

8 10 10.2
成果指

務

標 ②
予算費目 会計 01

事

 一般会計 款 02 項 0

業

1 目 05

コスト 年度 H

施

31年度 R2年度 R2

策

年度 R3年度 R4年度

の

R5年度 R6年度
実績

位

値 計画値 実績値 計画値

置

目標値 目標値 目標値
事

基

業費(決算又は予算額

本

)Ａ 単位 71,962

事

69,553 66,2

業

53 66,253 66

主

,253 66,253

管

66,253

財
源
内
訳

課

 国庫支出金 千円 0 0

名

0 0 0 0 0
 県支出金

課

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

長

地方債 千円 0 0 0 0 0

名

0 0
 その他 千円 0 0

こ

0 0 0 0 0
 一般財源

の

千円 71,962 69

事

,553 66,253

務

66,253 66,2

事

53 66,253 66

業

,253
人件費Ｂ 千円

の

3,320 2,988

開

2,988 1,663

始

.3 1,663.3 1

時

,663.3 1,66

期

3.3
正職員従事時間

事

×人数 時間×人 200

務

× 5 225× 4 225

区

× 4 167× 3 167

分

× 3 167× 3 167

法

× 3
正職員以外の人件

定

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

受

その他の費用Ｃ 千円 2

託

44 203 0 0 0 0 0

事

トータルコストA+B

務

+C 千円 75,526

自

72,744 69,2

治

41 67,916.3

事

67,916.3 67

務

,916.3 67,9

こ

16.3
単位あたりコ

の

スト ① 千円/人 1.2

事

1.2 1.1 1.1 1

務

.1 1.1 1.1
（ﾄ

事

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

業

の対象指標）② 千円/

の

世帯 5.7 5.4 5.

根

2 5 4.9 4.9 4.

拠

8

1

法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

、目的を見直す（目
そ

業

の理由
的の追加・拡充

名

又は絞込）

必要はあり

N

ませんか？ ■ ない

有
効

o

性

市政情報番組をＰＲ

.

するとともに、より魅

1

力ある番組作りに努め

5

る。
今以上に事業の成

Ｃ

果を向上

させる方法を

Ａ

記入して下さ

い。 内　

Ｔ

容
※(3)の成果指標

Ｖ

を向上させる

　ことは

番

できますか？

予定通り

組

市政情報番組を制作し

制

た。
目的達成状況 内　

作

容

□民間への一部委託

放

■民間への全部委託
市

送

関与の必要性 □指定管

事

理 □補助金・負担金助

業

成 □市の直営
内　容

　

２

（実施手法） 市では番

評

組制作に必要な設備・

価

機材・技術がないため

　

、ＣＡＴＶ局に委託す

Ｃ

る
ことが適当である。

Ｈ

効
率
性

市政啓発事務に

Ｅ

統合することにより、

Ｃ

媒体ごとのターゲット

Ｋ

に合わせた市政情
事務

目

事業の統廃合により、

的

報の発信を行う。
事業

妥

の効率化を図り、成果

当

内　容
を向上させる方

性

法を記入し

て下さい。

こ

番組作成数を減らすこ

の

とにより委託費を縮減

事

することができる。
現

業

状より事業費・人件費

の

を

削減する方法を記入

必

して下

さい。（仕様の

要

変更、外部 内　容
委託

性

、従事時間の削減等は

は

できないか？)

公
平
性

薄

直接的な受益者がいな

れ

い。
□ ある □ 現状で適

て

正
受益者負担はありま

得

すか？

また、受益者負

ら

担割合は適 □ ない □ 検

れ

討が必要 内　容
正です

て

か？
■ 受益者がいない

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

る

Ｉ
Ｏ
Ｎ

・ひまわりネッ

い

トワークの加入率は ・

ま

効果的な市政啓発を行

せ

うため、よ
事業実施上

ん

の課題、住 50％台で

か

横ばい状態である。 り

。

市の魅力を発信できる

十

内容を検討
民・議会等

分

からの意見 意　見 ・放

な

映すべき市政情報が少

成

ないため 対応策 する。

果

と対応策 、市内の出来

が

事の紹介が中心となっ

理

ている。
市政情報番組

　

を委託制作し、ひまわ

由

継続して実施するため

得

、前年度と同
R3年度

ら

の事業計画は前 変　更

れ

りネットワークで放映

て

するとともに 様・同規

い

模で実施。
年度から変

ま

更・追加は 前年度 ・
、

す

市ホームページで動画

か

配信した。
あるか 追　

？

加

今後の事業・コスト

得

・成果の方向性 今後の

ら

事業の方向性、改革・

れ

改善案
※今年度からの

て

具体的な事業の進め方

い

、手段の見直し等、各

な

方向性の内容

　　　　

い

　　　　　□　拡大 ・

事

より多くの人に視聴し

業

てもらう施策が必要で

進

ある。
　　　　　　　

展

　　□　改善 ①市政番

等

組の存在をＰＲする。

に

　　　　　　　　　□

よ

　現状維持 ②番組内容

る

をより充実させ、視聴

環

してもらえる番組づ
　

境

　　　　　　　　□　

変

縮小 くりに心掛ける。

化

　　　　　　　　　■

あ

　統合 ③市ホームペー

る

ジでの動画配信をＰＲ

に

する。
　　　　　　　

伴

　　□　完了
　　　　

い

　　　　　□　廃止・

、

休止
コストの方向性
　

対

　　　　　　　　→　

象

維持
成果の方向性
　　

を

　　　　　　　→　維

見

持

2

直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 15 ＣＡＴＶ番組制作放送事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市政情報番組を通して市民の市政への関心を高めている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市民が対象であるため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直

様

す（拡
その理由

大・縮

式

小）必要はありませ
■

1

ない
んか？

市政情報の

-

発信は開かれた市政の

2

実現のために必要であ

事

る。
事業進展等による

務

環境変化 □ ある
に伴い



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 16 コミュニティＦＭ番組制作放送事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 透明性の高い開かれた市政

の位置
基本事業 広報・広聴

主管課名 広報情報課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 平成13年1月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・市政情報や市内の出来事などのニュースを市政情報 ・市政情報や市内の出来事などのニュースを、平日午
番組として制作し、コミュニティＦＭで放送すること 前8時、午後6時、土曜日午後3時50分からコミュニテ
で、市政に対する理解と関心を高める。 ィＦＭ（エフエムとよた）で放送。月１回、市長が生
・災害時には、臨時番組として緊急災害情報を放送す 放送で出演し、市政の取り組みを伝える「市長ホット
る。 ライン」を放送している。
 ・市政への関心を高めることで協働のまちづくりを推
ＳＤＧｓの取り組み：17 進し、市民の活動を放送することで、

令

市の活性化につ
なげる

和

。

・市政情報番組を制

 

作し、ＦＭとよたで放

3

送した。
R2年度に実

年

施した具体的な
事業の

度

方法、手順、指標に対

（

す
る成果等

事務事業を

2

取り巻く状況は過去と

年

比べ変化しているか (

度

1)活動指標（事務事

実

業の活動量を表す指標

施

）

東日本大震災以降、

分

コミュニティＦＭの有

）

用性が見直され 名称 単

事

位
てきた。 ① 市政情報

務

番組制作数 本
変 化

②

事

内 容

対象(この事業

業

の対象、範囲となる人

目

、物) (2)対象指標

的

（対象の大きさを表す

評

指標）

①市民 名称 単位

価

②受信可能世帯 ① 人口

表

人
② 受信可能世帯数 世

様

帯

目的(この事業によ

式

って上記対象をどのよ

1

うな状態にしたいのか

-

) (3)成果指標（目

1

的の達成度を示す指標

記

）

コミュニティＦＭで

入

市政情報番組を聴いて

日

もらう。 名称 単位
① 放

令

送回数 回
②

結果(上位

和

基本事業の意図) (4

0

)結果の成果指標（上

3

位基本事業の成果指標

年

）

市政情報番組を通じ

1

て市政への理解と関心

2

を高めてもらう。 名称

月

単位
① 市政情報をＦＭ

0

とよたで得た人の割合

7

％
②

事務事業の各種指

日

標の実績と見込及び目

１

標

H31年度 R2年度

事

R2年度 R3年度 R4

務

年度 R5年度 R6年度

事

指標 ＼ 年度 単位
実

業

績値 計画値 実績値 計画

の

値 目標値 目標値 目標値

現

(1)の ① 本 575 5

状

75 573 575 57

　

5 575
活動指標 ②
(

Ｐ

2)の ① 人 61,04

Ｌ

0 61,570 61,

Ａ

236 62,100 6

Ｎ

2,360 62,62

及

0 62,880
対象指

び

標 ② 世帯 24,363

Ｄ

24,575 24,8

Ｏ

43 24,786 24

事

,890 24,994

務

25,097
(3)の

事

① 回 575 575 57

業

3 575 575 575

名

575
成果指標 ②

(4

N

)の結果の ① ％ 0.6

o

0.7 1.1 1.2 1

.

.3 1.4 1.5
成果

1

指標 ②
予算費目 会計 0

6

1 一般会計 款 02 項

コ

01 目 05

コスト 年度

ミ

H31年度 R2年度 R

ュ

2年度 R3年度 R4年

ニ

度 R5年度 R6年度
実

テ

績値 計画値 実績値 計画

ィ

値 目標値 目標値 目標値

Ｆ

事業費(決算又は予算

Ｍ

額)Ａ 単位 17,94

番

1 18,111 18,

組

106 18,106 1

制

7,886 17,88

作

6 17,886

財
源
内

放

訳

 国庫支出金 千円 0

送

0 0 0 0 0 0
 県支出

事

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

業

 地方債 千円 0 0 0 0

政

0 0 0
 その他 千円 0

策

0 0 0 0 0 0
 一般財

こ

源 千円 17,941 1

の

8,111 18,10

事

6 18,106 17,

務

886 17,886 1

事

7,886
人件費Ｂ 千

業

円 2,988 2,65

施

6 2,656 1,66

策

3.3 1,663.3

の

1,663.3 1,6

位

63.3
正職員従事時

置

間×人数 時間×人 18

基

0× 5 200× 4 20

本

0× 4 167× 3 16

事

7× 3 167× 3 16

業

7× 3
正職員以外の人

主

件費 千円 0 0 0 0 0 0

管

0
その他の費用Ｃ 千円

課

204 203 0 0 0 0

名

0
トータルコストA+

課

B+C 千円 21,13

長

3 20,970 20,

名

762 19,769.

こ

3 19,549.3 1

の

9,549.3 19,

事

549.3
単位あたり

務

コスト ① 千円/人 0.

事

3 0.3 0.3 0.3

業

0.3 0.3 0.3
（

の

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

開

)の対象指標）② 千円

始

/世帯 0.9 0.9 0

時

.8 0.8 0.8 0.

期

8 0.8

1

事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

による環境変化 □ ある

業

に伴い、目的を見直す

名

（目
その理由

的の追加

N

・拡充又は絞込）

必要

o

はありませんか？ ■ な

.

い

有
効
性

より魅力的な

1

番組を制作することで

6

、同じ放送回数でも啓

コ

発効果を高めること
今

ミ

以上に事業の成果を向

ュ

上
ができる。

させる方

ニ

法を記入して下さ

い。

テ

内　容
※(3)の成果

ィ

指標を向上させる

　こ

Ｆ

とはできますか？

予定

Ｍ

通りの番組制作ができ

番

た。
目的達成状況 内　

組

容

□民間への一部委託

制

■民間への全部委託
市

作

関与の必要性 □指定管

放

理 □補助金・負担金助

送

成 □市の直営
内　容

　

事

（実施手法） 市に番組

業

制作の設備・機材・技

２

術がないため、委託が

評

適当である。

効
率
性

市

価

政啓発事務に統合する

　

ことにより、媒体ごと

Ｃ

のターゲットに合わせ

Ｈ

た市政情
事務事業の統

Ｅ

廃合により、
報の発信

Ｃ

を行う。
事業の効率化

Ｋ

を図り、成果
内　容

を

目

向上させる方法を記入

的

し

て下さい。

番組制作

妥

数を減らすことで、委

当

託費を縮減することが

性

できる。
現状より事業

こ

費・人件費を

削減する

の

方法を記入して下

さい

事

。（仕様の変更、外部

業

内　容
委託、従事時間

の

の削減等は

できないか

必

？)

公
平
性

直接的な受

要

益者がいない。
□ ある

性

□ 現状で適正
受益者負

は

担はありますか？

また

薄

、受益者負担割合は適

れ

□ ない □ 検討が必要 内

て

　容
正ですか？

■ 受益

得

者がいない

３
改
革
改
善

ら

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

地域

れ

情報の充実したコミュ

て

ニティＦ 市民に関心を

い

持ってもらえるよう、

る

事業実施上の課題、住

い

Ｍは市政のＰＲ及び災

ま

害時の情報発 広報紙で

せ

番組をＰＲするととも

ん

に、
民・議会等からの

か

意見 意　見 信手段とし

。

て有効であるが、認知

十

度 対応策 より魅力的な

分

放送内容とする必要が

な

と対応策 が低いと思わ

成

れる。 ある。

市政情報

果

番組を制作し、ＦＭと

が

よた 継続して実施する

理

ため、前年度と同
R3

　

年度の事業計画は前 変

由

　更
で放送。 様・同規

得

模で実施。
年度から変

ら

更・追加は 前年度 ・
あ

れ

るか 追　加

今後の事業

て

・コスト・成果の方向

い

性 今後の事業の方向性

ま

、改革・改善案
※今年

す

度からの具体的な事業

か

の進め方、手段の見直

？

し等、各方向性の内容

得

　　　　　　　　　□

ら

　拡大 コミュニティＦ

れ

Ｍの市政番組をより多

て

くの人に聴いて
　　　

い

　　　　　　□　改善

な

もらえるよう番組のＰ

い

Ｒに努める。
　　　　

事

　　　　　□　現状維

業

持
　　　　　　　　　

進

□　縮小
　　　　　　

展

　　　■　統合
　　　

等

　　　　　　□　完了

に

　　　　　　　　　□

よ

　廃止・休止
コストの

る

方向性
　　　　　　　

環

　　→　維持
成果の方

境

向性
　　　　　　　　

変

　→　維持

2

化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 16 コミュニティＦＭ番組制作放送事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市政情報番組を通じて市政への理解と関心を高めている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市政情報を発信することは開かれた市政の実現に必要である

様

。
事業進展等による環

式

境変化
□ ある

に伴い、

1

対象を見直す（拡
その

-

理由
大・縮小）必要は

2

ありませ
■ ない

んか？

事

情報発信は継続する必

務

要がある。
事業進展等



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 17 ホームページ制作管理事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 透明性の高い開かれた市政

の位置
基本事業 広報・広聴

主管課名 広報情報課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 平成13年1月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・ホームページは、みよし市の市政情報を市内外のさ ・ＣＭＳを導入したことで全ての職員が効率的に更新
まざまな人に向けて発信する最も重要な媒体の一つで 作業が行え、ホームページの充実を図ることができる
ある。 環境となっている。
・ウェブアクセシビリティに配慮した統一性のあるデ ・ホームページでは、常に新しい情報を迅速に発信す
ザインで、全ての職員がページの作成・更新を容易に ることが求められており、誰もが使いやすいＣＭＳ環
行える、コンテンツ・マネジメント・システム（ＣＭ 境を維持する必要がある。
Ｓ）を利用したホームページ管理環境を維持する。
 

令

ＳＤＧｓの取り組み：

和

17

・ホームページの

 

迅速な更新が常にでき

3

るよう、適切な運用管

年

理と保守を行った。
R

度

2年度に実施した具体

（

的な ・より見やすいホ

2

ームページとするため

年

、各課ページのレイア

度

ウト統一を実施した
事

実

業の方法、手順、指標

施

に対す 。
る成果等

事務

分

事業を取り巻く状況は

）

過去と比べ変化してい

事

るか (1)活動指標（

務

事務事業の活動量を表

事

す指標）

スマートフォ

業

ンの普及によって、い

目

つでもどこでもホーム

的

名称 単位
ページを閲覧

評

できる環境が一般化し

価

ている。 ① ホームペー

表

ジのコンテンツ（ペー

様

ジ）数ページ
変 化

②

式

ホームページの更新数

1

回
内 容

対象(この事

-

業の対象、範囲となる

1

人、物) (2)対象指

記

標（対象の大きさを表

入

す指標）

市民 名称 単位

日

① 人口 人
②

目的(この

令

事業によって上記対象

和

をどのような状態にし

0

たいのか) (3)成果

3

指標（目的の達成度を

年

示す指標）

いつでもど

1

こでも市の情報を入手

2

できる手段として、ホ

月

ームペー 名称 単位
ジを

0

利用してもらう。 ① ホ

7

ームページアクセス数

日

件
②

結果(上位基本事

１

業の意図) (4)結果

事

の成果指標（上位基本

務

事業の成果指標）

ホー

事

ムページで積極的に市

業

政情報を公開すること

の

で、市政の透明 名称 単

現

位
性を確保するととも

状

に、市政への理解を深

　

めてもらう。 ① 市政情

Ｐ

報をＨＰから得ている

Ｌ

人の割合 ％
②

事務事業

Ａ

の各種指標の実績と見

Ｎ

込及び目標

H31年度

及

R2年度 R2年度 R3

び

年度 R4年度 R5年度

Ｄ

R6年度
指標 ＼ 年

Ｏ

度 単位
実績値 計画値 実

事

績値 計画値 目標値 目標

務

値 目標値
(1)の ① ペ

事

ージ 6,773 6,0

業

00 7,227 7,2

名

00 7,200 7,2

N

00 7,200
活動指

o

標 ② 回 4,819 4,

.

500 6,837 6,

1

800 6,800 6,

7

800 6,800
(2

ホ

)の ① 人 61,040

ー

61,570 61,2

ム

36 62,100 62

ペ

,360 62,620

ー

62,880
対象指標

ジ

②
(3)の ① 件 1,0

制

17,687 800,

作

000 1,602,9

管

31 1,000,00

理

0 1,010,000

事

1,020,000 1

業

,030,000
成果

政

指標 ②
(4)の結果の

策

① ％ 14.5 15 21

こ

.6 22 22.5 23

の

23.5
成果指標 ②

予

事

算費目 会計 01 一般

務

会計 款 02 項 01 目 0

事

5

コスト 年度 H31年

業

度 R2年度 R2年度 R

施

3年度 R4年度 R5年

策

度 R6年度
実績値 計画

の

値 実績値 計画値 目標値

位

目標値 目標値
事業費(

置

決算又は予算額)Ａ 単

基

位 2,866 5,64

本

2 5,058 2,88

事

1 2,892 3,08

業

0 5,148

財
源
内
訳

主

 国庫支出金 千円 0 0

管

0 0 0 0 0
 県支出金

課

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

名

地方債 千円 0 0 0 0 0

課

0 0
 その他 千円 80

長

0 800 820 800

名

800 800 800
 

こ

一般財源 千円 2,06

の

6 4,842 4,23

事

8 2,081 2,09

務

2 2,280 4,34

事

8
人件費Ｂ 千円 4,6

業

48 3,652 3,6

の

52 2,988 2,9

開

88 2,988 2,9

始

88
正職員従事時間×

時

人数 時間×人 280×

期

5 275× 4 275×

事

4 300× 3 300×

務

3 300× 3 300×

区

3
正職員以外の人件費

分

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

法

の他の費用Ｃ 千円 20

定

4 366 0 203 20

受

3 407 0
トータルコ

託

ストA+B+C 千円 7

事

,718 9,660 8

務

,710 6,072 6

自

,083 6,475 8

治

,136
単位あたりコ

事

スト ① 千円/人 0.1

務

0.2 0.1 0.1 0

こ

.1 0.1 0.1
（ﾄ

の

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

事

の対象指標）② 千円/

務

0 0 0 0 0 0 0

1

事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ため、目的が変わるこ

業

とは
事業進展等による

名

環境変化 □ ある
ない。

N

に伴い、目的を見直す

o

（目
その理由

的の追加

.

・拡充又は絞込）

必要

1

はありませんか？ ■ な

7

い

有
効
性

より見やすく

ホ

魅力的なホームページ

ー

とすることで利用者を

ム

増やすことができ、
今

ペ

以上に事業の成果を向

ー

上
成果の向上を図るこ

ジ

とができる。
させる方

制

法を記入して下さ

い。

作

内　容
※(3)の成果

管

指標を向上させる

　こ

理

とはできますか？

計画

事

通りに達成している。

業

目的達成状況 内　容

□

２

民間への一部委託 □民

評

間への全部委託
市関与

価

の必要性 □指定管理 □

　

補助金・負担金助成 ■

Ｃ

市の直営
内　容

　（実

Ｈ

施手法） 正確で迅速な

Ｅ

市政情報の発信を行う

Ｃ

には職員による運用が

Ｋ

必要である。

効
率
性

ホ

目

ームページとＳＮＳが

的

連携して更新されるシ

妥

ステムを導入すること

当

により、
事務事業の統

性

廃合により、
事務の効

こ

率化を図ることが可能

の

。
事業の効率化を図り

事

、成果
内　容

を向上さ

業

せる方法を記入し

て下

の

さい。

ホームページと

必

ＳＮＳが連携して更新

要

されるシステムを導入

性

することで、事務
現状

は

より事業費・人件費を

薄

の効率化を図り、人件

れ

費の削減につなげるこ

て

とができる。
削減する

得

方法を記入して下

さい

ら

。（仕様の変更、外部

れ

内　容
委託、従事時間

て

の削減等は

できないか

い

？)

公
平
性

特定の受益

る

者がいない。
□ ある □

い

現状で適正
受益者負担

ま

はありますか？

また、

せ

受益者負担割合は適 □

ん

ない □ 検討が必要 内　

か

容
正ですか？

■ 受益者

。

がいない

３
改
革
改
善
案

十

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

・トッ

分

プページから市の取り

な

組みが 各課ページのレ

成

イアウトのさらなる
事

果

業実施上の課題、住 伝

が

わるデザインの検討が

理

必要。 改善を行う。
民

　

・議会等からの意見 意

由

　見 ・情報の検索性の

得

さらなる向上が求 対応

ら

策
と対応策 められる。

れ

 
・適切な運用管理と

て

保守を行った。 なし。

い

R3年度の事業計画は

ま

前 変　更
・より魅力的

す

なホームページとする

か

年度から変更・追加は

？

前年度 ・
ため、トップ

得

ページのレイアウト変

ら

あるか 追　加
更を行っ

れ

た。

今後の事業・コス

て

ト・成果の方向性 今後

い

の事業の方向性、改革

な

・改善案
※今年度から

い

の具体的な事業の進め

事

方、手段の見直し等、

業

各方向性の内容

　　　

進

　　　　　　□　拡大

展

・より多くの人に利用

等

してもらえるように、

に

情報内容
　　　　　　

よ

　　　□　改善 の充実

る

や検索性の向上を図る

環

。
　　　　　　　　　

境

□　現状維持 ・市の魅

変

力発信手段としてのホ

化

ームページの役割を充

あ

　　　　　　　　　□

る

　縮小 実させ、転入者

に

等の増加につなげる。

伴

　　　　　　　　　■

い

　統合 ・オープンデー

、

タの充実を図る。
　　

対

　　　　　　　□　完

象

了
　　　　　　　　　

を

□　廃止・休止
コスト

見

の方向性
　　　　　　

直

　　　→　維持
成果の

す

方向性
　　　　　　　

（

　　→　維持

2

拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 17 ホームページ制作管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

ホームページからの情報収集が一般化しており、今後も必要
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

性はある。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

ホームページを利用する市民がいなくなることは想定されないた

様

め。
事業進展等による

式

環境変化
□ ある

に伴い

1

、対象を見直す（拡
そ

-

の理由
大・縮小）必要

2

はありませ
■ ない

んか

事

？

市政情報を得る手段

務

として利用されている



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 18 広報みよし発行事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 透明性の高い開かれた市政

の位置
基本事業 広報・広聴

主管課名 広報情報課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 昭和31年6月30日 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・毎月１日に広報紙を発行し、全世帯へ配布。 ・市民が読みやすい広報紙を作成するため、取材、原
・全ページカラー印刷 稿作成、編集、校正の各作業を行い、ＤＴＰで原稿デ
・ＤＴＰ(Desk Top Publishing)により職員が版下デ ータを作成し、印刷会社へ印刷製本を依頼する。
ータまでを作成し、印刷製本を発注している。 ・市政に関する情報を発信し、市民に市政に対する理
 解と関心を高めてもらうことで、協働のまちづくりを
ＳＤＧｓの取り組み：17 推進する。

・取材、編集、校正の各作業を行い、原稿データを作成した。
R2年度に実施した具体的な ・原稿デ

令

ータを印刷業者で印刷

和

製本を発注した。
事業

 

の方法、手順、指標に

3

対す ・納品された広報

年

紙を行政区を通じて全

度

戸配布した。
る成果等

（

事務事業を取り巻く状

2

況は過去と比べ変化し

年

ているか (1)活動指

度

標（事務事業の活動量

実

を表す指標）

情報化社

施

会の進展により、紙媒

分

体以外の様々な手段で

）

情報 名称 単位
を入手で

事

きるようになっている

務

。 ① 広報紙発行部数 部

事

変 化
② 広報紙発行回

業

数 回
内 容

対象(この

目

事業の対象、範囲とな

的

る人、物) (2)対象

評

指標（対象の大きさを

価

表す指標）

市民 名称 単

表

位
① 市民 人
②

目的(こ

様

の事業によって上記対

式

象をどのような状態に

1

したいのか) (3)成

-

果指標（目的の達成度

1

を示す指標）

広報紙か

記

ら市政情報を得てもら

入

う 名称 単位
① 広報紙配

日

布世帯の割合 ％
②

結果

令

(上位基本事業の意図

和

) (4)結果の成果指

0

標（上位基本事業の成

3

果指標）

広報紙から市

年

政に関する情報を得て

1

、市民に市政に対する

2

理解と 名称 単位
関心を

月

高めてもらうことで、

0

協働のまちづくりを推

7

進する。 ① 広報紙から

日

市政情報を得ている人

１

の割合 ％
②

事務事業の

事

各種指標の実績と見込

務

及び目標

H31年度 R

事

2年度 R2年度 R3年

業

度 R4年度 R5年度 R

の

6年度
指標 ＼ 年度

現

単位
実績値 計画値 実績

状

値 計画値 目標値 目標値

　

目標値
(1)の ① 部 3

Ｐ

69,100 283,

Ｌ

200 279,810

Ａ

280,000 281

Ｎ

,000 282,00

及

0 283,000
活動

び

指標 ② 回 16 12 12

Ｄ

12 12 12 12
(2

Ｏ

)の ① 人 61,040

事

61,570 61,2

務

36 62,100 62

事

,360 62,620

業

62,880
対象指標

名

②
(3)の ① ％ 100

N

100 100 100 1

o

00 100 100
成果

.

指標 ②
(4)の結果の

1

① ％ 83.2 85 84

8

.2 85 85.5 86

広

86.5
成果指標 ②

予

報

算費目 会計 01 一般

み

会計 款 02 項 01 目 0

よ

5

コスト 年度 H31年

し

度 R2年度 R2年度 R

発

3年度 R4年度 R5年

行

度 R6年度
実績値 計画

事

値 実績値 計画値 目標値

業

目標値 目標値
事業費(

政

決算又は予算額)Ａ 単

策

位 11,617 17,

こ

333 10,850 1

の

4,047 14,04

事

4 14,044 14,

務

044

財
源
内
訳

 国庫

事

支出金 千円 0 0 0 0 0

業

0 0
 県支出金 千円 0

施

0 241 0 0 0 0
 地

策

方債 千円 0 0 0 0 0 0

の

0
 その他 千円 1,4

位

35 600 795 80

置

0 825 825 825

基

 一般財源 千円 10,

本

182 16,733 9

事

,814 13,247

業

13,219 13,2

主

19 13,219
人件

管

費Ｂ 千円 16,500

課

.4 12,430.1

名

12,616 12,4

課

30.1 12,430

長

.1 12,430.1

名

9,880.3
正職員

こ

従事時間×人数 時間×

の

人 994× 5 936×

事

4 950× 4 936×

務

4 936× 4 936×

事

4 992× 3
正職員以

業

外の人件費 千円 0 0 0

の

0 0 0 0
その他の費用

開

Ｃ 千円 729 610 5

始

34 610 610 61

時

0 610
トータルコス

期

トA+B+C 千円 28

事

,846.4 30,3

務

73.1 24,000

区

27,087.1 27

分

,084.1 27,0

法

84.1 24,534

定

.3
単位あたりコスト

受

① 千円/人 0.5 0.

託

5 0.4 0.4 0.4

事

0.4 0.4
（ﾄｰﾀ

務

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

自

象指標）② 千円/ 0 0

治

0 0 0 0 0

1

事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ない。
事業進展等によ

業

る環境変化 □ ある
に伴

名

い、目的を見直す（目

N

その理由
的の追加・拡

o

充又は絞込）

必要はあ

.

りませんか？ ■ ない

有

1

効
性

より読みやすい紙

8

面や、手に取ってもら

広

える魅力的な紙面づく

報

りを工夫するこ
今以上

み

に事業の成果を向上
と

よ

で、より多くの市民に

し

読んでいただくことが

発

できる。
させる方法を

行

記入して下さ

い。 内　

事

容
※(3)の成果指標

業

を向上させる

　ことは

２

できますか？

計画通り

評

発行した。
目的達成状

価

況 内　容

■民間への一

　

部委託 □民間への全部

Ｃ

委託
市関与の必要性 □

Ｈ

指定管理 □補助金・負

Ｅ

担金助成 ■市の直営
内

Ｃ

　容
　（実施手法） 紙

Ｋ

面レイアウトやデザイ

目

ンは民間へ委託するこ

的

とは可能。

効
率
性

市ホ

妥

ームページから広報紙

当

を読むことができる。

性

ただし、ホームページ

こ

を利用
事務事業の統廃

の

合により、
できない人

事

や、紙媒体での広報紙

業

を好む人がいるため、

の

紙媒体での発行をなく

必

事業の効率化を図り、

要

成果
内　容 すことはで

性

きない。
を向上させる

は

方法を記入し

て下さい

薄

。

編集時間を要するコ

れ

ーナーや取材が必要な

て

コーナーを減らすこと

得

で、事務量を
現状より

ら

事業費・人件費を
縮減

れ

することはできる。た

て

だし、広報紙発行の成

い

果は薄くなる。
削減す

る

る方法を記入して下

さ

い

い。（仕様の変更、外

ま

部 内　容
委託、従事時

せ

間の削減等は

できない

ん

か？)

公
平
性

直接的な

か

受益者がいない。
□ あ

。

る □ 現状で適正
受益者

十

負担はありますか？

ま

分

た、受益者負担割合は

な

適 □ ない □ 検討が必要

成

内　容
正ですか？

■ 受

果

益者がいない

３
改
革
改

が

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

広

理

報紙は届いても読まな

　

い、不要と 研修や参考

由

図書で編集技能を高め

得

、
事業実施上の課題、

ら

住 の意見を市民からい

れ

ただくことがあ より読

て

みやすい紙面や、手に

い

取って
民・議会等から

ま

の意見 意　見 る。 対応

す

策 もらえる魅力的な紙

か

面づくりを工夫
と対応

？

策 する。

広報紙を全世

得

帯に配布した。 継続し

ら

て実施するため、前年

れ

度と同
R3年度の事業

て

計画は前 変　更
様・同

い

規模で実施。
年度から

な

変更・追加は 前年度 ・

い

あるか 追　加

今後の事

事

業・コスト・成果の方

業

向性 今後の事業の方向

進

性、改革・改善案
※今

展

年度からの具体的な事

等

業の進め方、手段の見

に

直し等、各方向性の内

よ

容

　　　　　　　　　

る

□　拡大 ・広報紙の内

環

容や紙面構成を工夫し

境

、文書表現やレイ
　　

変

　　　　　　　□　改

化

善 アウト力の技術向上

あ

を図る。
　　　　　　

る

　　　■　現状維持 ・

に

インターネットを活用

伴

した広報活動をより充

い

実させ
　　　　　　　

、

　　□　縮小 る必要が

対

ある。また多文化共生

象

社会における外国人向

を

　　　　　　　　　□

見

　統合 けの市政情報を

直

翻訳して、多くの情報

す

を提供すること
　　　

（

　　　　　　□　完了

拡

が必要である。
　　　

そ

　　　　　　□　廃止

の

・休止 ・紙媒体だけで

理

なく、ＳＮＳなどを利

由

用した電子媒体
コスト

大

の方向性 での情報発信

・

を充実させる必要があ

縮

る。
　　　　　　　　

小

　→　維持
成果の方向

）

性
　　　　　　　　　

必

→　維持

2

要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 18 広報みよし発行事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市民アンケートでも広報紙から市政情報を得ているとする人
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

の割合が最も高く、必要性に応えることができている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象が市民であるため見直すこと

様

はない。
事業進展等に

式

よる環境変化
□ ある

に

1

伴い、対象を見直す（

-

拡
その理由

大・縮小）

2

必要はありませ
■ ない

事

んか？

市民に市政情報

務

を届ける目的は変わら



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 19 市勢要覧製作事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 透明性の高い開かれた市政

の位置
基本事業 広報・広聴

主管課名 広報情報課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 昭和39年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・市政や市の魅力をわかりやすく伝えるため、市勢要 ・4年に1回(市長選挙の年の年度末)、内容を一新して
覧を作成している。 本冊版を発行する。
・転入者や、視察来庁者、視察訪問先に配布して、市 ・他の3年間は、本冊版を簡潔に再編集したダイジェ
政への理解を深めるとともに、市への関心を高めても スト版を発行している。
らう。 ・英語、ポルトガル語、中国語などの外国語翻訳を併
 記、又は別紙を作成している。
ＳＤＧｓの取り組み：17 ・市の全体像を簡潔に理解してもらうための手段の一

つである。

市政要覧ダイジェスト版を2,000部印刷した。
R2年度に実施した具体的な
事業の方

令

法、手順、指標に対す

和

る成果等

事務事業を取

 

り巻く状況は過去と比

3

べ変化しているか (1

年

)活動指標（事務事業

度

の活動量を表す指標）

（

人口減少社会を見据え

2

、市の魅力や住みやす

年

さ等を発信す 名称 単位

度

ることの重要性が高ま

実

っている。 ① 市政要覧

施

本刷版作成部数 部
変 

分

化
② 市政要覧ダイジェ

）

スト版作成部数 部
内 

事

容

対象(この事業の対

務

象、範囲となる人、物

事

) (2)対象指標（対

業

象の大きさを表す指標

目

）

市民（転入者数） 名

的

称 単位
① 転入者数 人
②

評

目的(この事業によっ

価

て上記対象をどのよう

表

な状態にしたいのか)

様

(3)成果指標（目的

式

の達成度を示す指標）

1

市政要覧を読んでいた

-

だく。 名称 単位
① 市政

1

要覧配布部数 部
②

結果

記

(上位基本事業の意図

入

) (4)結果の成果指

日

標（上位基本事業の成

令

果指標）

市政への理解

和

を深め、市の魅力を認

0

識することで、協働の

3

まちづ 名称 単位
くりに

年

参加してもらう。 ① 広

1

報紙以外で市政情報を

2

得た人の割合 ％
②

事務

月

事業の各種指標の実績

0

と見込及び目標

H31

7

年度 R2年度 R2年度

日

R3年度 R4年度 R5

１

年度 R6年度
指標 ＼

事

 年度 単位
実績値 計画

務

値 実績値 計画値 目標値

事

目標値 目標値
(1)の

業

① 部 0 0 0 500 0 0

の

0
活動指標 ② 部 2,5

現

00 2,200 2,0

状

00 2,200 2,2

　

00 2,200 2,2

Ｐ

00
(2)の ① 人 3,

Ｌ

201 3,200 3,

Ａ

301 3,300 3,

Ｎ

300 3,300 3,

及

300
対象指標 ②
(3

び

)の ① 部 1,643 2

Ｄ

,000 2,152 2

Ｏ

,300 2,100 2

事

,100 2,100
成

務

果指標 ②
(4)の結果

事

の ① ％ 24.3 25 2

業

8.3 28.5 29 2

名

9.5 30
成果指標 ②

N

予算費目 会計 01 一

o

般会計 款 02 項 01 目

.

05

コスト 年度 H31

1

年度 R2年度 R2年度

9

R3年度 R4年度 R5

市

年度 R6年度
実績値 計

勢

画値 実績値 計画値 目標

要

値 目標値 目標値
事業費

覧

(決算又は予算額)Ａ

製

単位 195 363 20

作

4 3,223 388 3

事

88 388

財
源
内
訳

 

業

国庫支出金 千円 0 0 0

政

0 0 0 0
 県支出金 千

策

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

こ

方債 千円 0 0 0 0 0 0

の

0
 その他 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 一般財源 千

務

円 195 363 204

事

3,223 388 38

業

8 388
人件費Ｂ 千円

施

830 664 664 6

策

64 664 664 49

の

8
正職員従事時間×人

位

数 時間×人 50× 5 5

置

0× 4 50× 4 50×

基

4 50× 4 50× 4 5

本

0× 3
正職員以外の人

事

件費 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
その他の費用Ｃ 千円

主

61 61 0 101 61

管

61 0
トータルコスト

課

A+B+C 千円 1,0

名

86 1,088 868

課

3,988 1,113

長

1,113 886
単位

名

あたりコスト ① 千円/

こ

人 0.3 0.3 0.3

の

1.2 0.3 0.3 0

事

.3
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

務

/(2)の対象指標）

事

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

業

0

1

の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

、転入促進の
事業進展

業

等による環境変化 ■ あ

名

る
ために市の魅力や住

N

みやすさ等を市外に発

o

信する目的が重要にな

.

って
に伴い、目的を見

1

直す（目
その理由 くる

9

。
的の追加・拡充又は

市

絞込）

必要はありませ

勢

んか？ □ ない

有
効
性

市

要

政情報だけではなく、

覧

市の魅力発信手段とし

製

て活用することで、市

作

民が市に
今以上に事業

事

の成果を向上
愛着と誇

業

りを持ち、協働のまち

２

づくりが推進される。

評

させる方法を記入して

価

下さ

い。 内　容
※(3

　

)の成果指標を向上さ

Ｃ

せる

　ことはできます

Ｈ

か？

計画通り作成した

Ｅ

。
目的達成状況 内　容

Ｃ

□民間への一部委託 ■

Ｋ

民間への全部委託
市関

目

与の必要性 □指定管理

的

□補助金・負担金助成

妥

□市の直営
内　容

　（

当

実施手法） 紙面構成や

性

デザインなど、民間へ

こ

委託することができる

の

。

効
率
性

市にはさまざ

事

まなガイドブックがあ

業

るが、市の魅力発信や

の

施策の紹介などを目
事

必

務事業の統廃合により

要

、
的とするものは重複

性

する内容もあり、統合

は

することで、より内容

薄

の充実を図る
事業の効

れ

率化を図り、成果
内　

て

容 ことができる。
を向

得

上させる方法を記入し

ら

て下さい。

職員が行っ

れ

ている校正作業も全て

て

委託に含めることで、

い

人件費の削減は図るこ

る

現状より事業費・人件

い

費を
とができる。反面

ま

、委託費は上がると思

せ

われる。
削減する方法

ん

を記入して下

さい。（

か

仕様の変更、外部 内　

。

容
委託、従事時間の削

十

減等は

できないか？)

分

公
平
性

直接的な受益者

な

がいない
□ ある □ 現状

成

で適正
受益者負担はあ

果

りますか？

また、受益

が

者負担割合は適 □ ない

理

□ 検討が必要 内　容
正

　

ですか？
■ 受益者がい

由

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

得

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

市政の紹介

ら

が中心であり、市の魅

れ

力 他自治体の市勢要覧

て

を参考に、より
事業実

い

施上の課題、住 発信と

ま

いう点では不十分な内

す

容であ 魅力的な内容を

か

工夫する。
民・議会等

？

からの意見 意　見 る。

得

対応策
と対応策

市政要

ら

覧ダイジェスト版を作

れ

成した 市政要覧本刷版

て

・市政要覧ダイジェ
R

い

3年度の事業計画は前

な

変　更
。 スト版を作成

い

する。
年度から変更・

事

追加は 前年度 ・
あるか

業

追　加

今後の事業・コ

進

スト・成果の方向性 今

展

後の事業の方向性、改

等

革・改善案
※今年度か

に

らの具体的な事業の進

よ

め方、手段の見直し等

る

、各方向性の内容

　　

環

　　　　　　　□　拡

境

大 次回の本刷版の作成

変

では、市の魅力発信を

化

中心とした
　　　　　

あ

　　　　□　改善 内容

る

を検討する。
　　　　

に

　　　　　□　現状維

伴

持
　　　　　　　　　

い

□　縮小
　　　　　　

、

　　　■　統合
　　　

対

　　　　　　□　完了

象

　　　　　　　　　□

を

　廃止・休止
コストの

見

方向性
　　　　　　　

直

　　↓　減少
成果の方

す

向性
　　　　　　　　

（

　↑　増加

2

拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 19 市勢要覧製作事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市の全体像をわかりやすく紹介できるため、必要性は高い。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市内外の人に本市の魅力や市政について伝えるものであるため、対象
事業進展等による環境変

様

化
□ ある は変わらない

式

。
に伴い、対象を見直

1

す（拡
その理由

大・縮

-

小）必要はありませ
■

2

ない
んか？

人口減少社

事

会を見据え、市政情報

務

を伝えるというよりも



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 126 印刷物配布事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 透明性の高い開かれた市政

の位置
基本事業 広報・広聴

主管課名 協働推進課 課長名 山田　浩昭
この事務事業の開始時期 昭和48年以降 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし広報発行規則

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

印刷物の配布業務を行政区に委託し、公費の大幅な節 行政区から区民へ市等からの広報紙等の文書を配布し
減により効率的・効果的で信頼性の高い方法で配布を てもらうため、市から行政区への配布業務を委託して
行うため、市から行政区への配付業務を委託する。 いる。市等の配布物を集約し、行政区へ定期的に配布
「ＳＤＧｓの取り組み：17」 することで行政区における事務の軽減に繋がっている

。

行政区へ広報紙等の印刷物配布業務を委託し、行政区内の世帯に印刷物を届けまし
R2年度に実施した具体的な た。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過

令

去と比べ変化している

和

か (1)活動指標（事

 

務事業の活動量を表す

3

指標）

携帯電話やイン

年

ターネットの普及によ

度

り、紙媒体の周知方 名

（

称 単位
法だけではなく

2

、メールやホームペー

年

ジ等による周知方法 ①

度

年間印刷物配布回数 回

実

変 化
の活用を新型コ

施

ロナウィルス感染症対

分

策を考慮に入れなが ②

）

配布世帯数 世帯
内 容

事

ら検討する必要がある

務

。

対象(この事業の対

事

象、範囲となる人、物

業

) (2)対象指標（対

目

象の大きさを表す指標

的

）

全世帯 名称 単位
① 全

評

世帯数 世帯
②

目的(こ

価

の事業によって上記対

表

象をどのような状態に

様

したいのか) (3)成

式

果指標（目的の達成度

1

を示す指標）

効率的な

-

方法で全世帯に対して

1

印刷物を配布し、市政

記

への理解を 名称 単位
深

入

める。 ① 印刷物配布委

日

託経費／各戸郵送経費

令

％
② 配布世帯／全世帯

和

数 ％

結果(上位基本事

0

業の意図) (4)結果

3

の成果指標（上位基本

年

事業の成果指標）

行政

1

情報を適正に管理し、

2

事務の効率化を図ると

月

ともに、積極的 名称 単

0

位
に情報を公表、公開

7

し、市政に関心を深め

日

てもらい、市民に街づ

１

① 広報紙等で行政情報

事

を得ている人の割合 ％

務

くりに参加してもらう

事

。 ②

事務事業の各種指

業

標の実績と見込及び目

の

標

H31年度 R2年度

現

R2年度 R3年度 R4

状

年度 R5年度 R6年度

　

指標 ＼ 年度 単位
実

Ｐ

績値 計画値 実績値 計画

Ｌ

値 目標値 目標値 目標値

Ａ

(1)の ① 回 16 12

Ｎ

12 12 12 12 12

及

活動指標 ② 世帯 24,

び

319 24,417 2

Ｄ

4,884 24,84

Ｏ

3 24,786 24,

事

890 24,994
(

務

2)の ① 世帯 24,3

事

19 24,417 24

業

,884 24,843

名

24,786 24,8

N

90 24,994
対象

o

指標 ②
(3)の ① ％ 2

.

5 25 25 25 25 2

1

5 25
成果指標 ② ％ 1

2

00 100 100 10

6

0 100 100 100

印

(4)の結果の ① ％ 8

刷

3.2 97.5 83.

物

4 85 85 85 85
成

配

果指標 ②
予算費目 会計

布

01 一般会計 款 02

事

項 01 目 15

コスト 年

業

度 H31年度 R2年度

政

R2年度 R3年度 R4

策

年度 R5年度 R6年度

こ

実績値 計画値 実績値 計

の

画値 目標値 目標値 目標

事

値
事業費(決算又は予

務

算額)Ａ 単位 862 8

事

37 823 823 83

業

7 837 837

財
源
内

施

訳

 国庫支出金 千円 0

策

0 0 0 0 0 0
 県支出

の

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

位

 地方債 千円 0 0 0 0

置

0 0 0
 その他 千円 0

基

0 0 0 0 0 0
 一般財

本

源 千円 862 837 8

事

23 823 837 83

業

7 837
人件費Ｂ 千円

主

637.4 551.1

管

268.9 531.2

課

531.2 531.2

名

531.2
正職員従事

課

時間×人数 時間×人 6

長

4× 3 83× 2 27×

名

3 40× 4 40× 4 4

こ

0× 4 40× 4
正職員

の

以外の人件費 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
その他の費

務

用Ｃ 千円 65 41 24

事

24 24 24 24
トー

業

タルコストA+B+C

の

千円 1,564.4 1

開

,429.1 1,11

始

5.9 1,378.2

時

1,392.2 1,3

期

92.2 1,392.

事

2
単位あたりコスト ①

務

千円/世帯 0.1 0.

区

1 0 0.1 0.1 0.

分

1 0.1
（ﾄｰﾀﾙｺ

法

ｽﾄ/(2)の対象指

定

標）② 千円/ 0 0 0 0

受

0 0 0

1

託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ない
んか？

市民全体に

業

行政情報を提供し、透

名

明性のある開かれた市

N

政を推進して
事業進展

o

等による環境変化 □ あ

.

る
いく必要があるため

1

。
に伴い、目的を見直

2

す（目
その理由

的の追

6

加・拡充又は絞込）

必

印

要はありませんか？ ■

刷

ない

有
効
性

行政区に対

物

して、行政区内にある

配

世帯の把握に努めても

布

らう。
今以上に事業の

事

成果を向上

させる方法

業

を記入して下さ

い。 内

２

　容
※(3)の成果指

評

標を向上させる

　こと

価

はできますか？

市内に

　

おける全世帯に対して

Ｃ

印刷物を配布すること

Ｈ

ができている。
目的達

Ｅ

成状況 内　容

□民間へ

Ｃ

の一部委託 □民間への

Ｋ

全部委託
市関与の必要

目

性 □指定管理 □補助金

的

・負担金助成 ■市の直

妥

営
内　容

　（実施手法

当

） 広報紙の発行時期や

性

行政区との連絡調整な

こ

ど、市が実施すべき業

の

務が含まれて
いるため

事

。

効
率
性

高齢者の安否

業

確認、世帯の実態把握

の

など、他事業で必要な

必

業務を印刷物配布時
事

要

務事業の統廃合により

性

、
に依頼する。

事業の

は

効率化を図り、成果
内

薄

　容
を向上させる方法

れ

を記入し

て下さい。

ホ

て

ームページやメール配

得

信等、紙媒体による配

ら

布以外の方法を活用し

れ

ながら全
現状より事業

て

費・人件費を
世帯への

い

行政情報を発信するこ

る

とができれば人件費の

い

削減に繋がる。
削減す

ま

る方法を記入して下

さ

せ

い。（仕様の変更、外

ん

部 内　容
委託、従事時

か

間の削減等は

できない

。

か？)

公
平
性

全世帯へ

十

の配布であり、受益者

分

負担を求めないこ
□ あ

な

る ■ 現状で適正
受益者

成

負担はありますか？ と

果

が適正であるため。
ま

が

た、受益者負担割合は

理

適 ■ ない □ 検討が必要

　

内　容
正ですか？

□ 受

由

益者がいない

３
改
革
改

得

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

行

ら

政区から、行政区に属

れ

していない 全ての世帯

て

に配布していただくよ

い

う
事業実施上の課題、

ま

住 世帯に配布したくな

す

いと言われてい 説明し

か

ていく。
民・議会等か

？

らの意見 意　見 る。 対

得

応策
と対応策

行政区へ

ら

広報紙等の印刷物配布

れ

業務 継続して実施する

て

ため、前年度と同
R3

い

年度の事業計画は前 変

な

　更
を委託し、行政区

い

内の世帯に印刷物 様・

事

同規模で実施する。
年

業

度から変更・追加は 前

進

年度 ・
を配布する。

あ

展

るか 追　加

今後の事業

等

・コスト・成果の方向

に

性 今後の事業の方向性

よ

、改革・改善案
※今年

る

度からの具体的な事業

環

の進め方、手段の見直

境

し等、各方向性の内容

変

　　　　　　　　　□

化

　拡大 引き続き市等か

あ

らの配付物を集約し、

る

定期的に行政区
　　　

に

　　　　　　□　改善

伴

へ届けていく。
　　　

い

　　　　　　■　現状

、

維持
　　　　　　　　

対

　□　縮小
　　　　　

象

　　　　□　統合
　　

を

　　　　　　　□　完

見

了
　　　　　　　　　

直

□　廃止・休止
コスト

す

の方向性
　　　　　　

（

　　　→　維持
成果の

拡

方向性
　　　　　　　

そ

　　→　維持

2

の理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 126 印刷物配布事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

行政区に配布を委託することにより、迅速、効率的及び効果
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

的に全世帯への広報配布が実施できているため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市民全体に行政情報を提供し、市政に関心を

様

深めてもらうためには

式

全
事業進展等による環

1

境変化
□ ある 世帯への

-

配布が適正であるため

2

。
に伴い、対象を見直

事

す（拡
その理由

大・縮

務

小）必要はありませ
■


